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２ 中心市街地の位置及び区域 
［１］位置 

位置設定の考え方 

阪神尼崎駅・出屋敷駅周辺地区は尼崎城の城下町として、古くからまちの中心として
発展してきた地区であり、寺町をはじめとする歴史的・文化的資源が集積している地区
となっている。戦後は、本市の商業・業務・交通の中心地として、また、阪神間最大の
商業集積地として発展し、尼崎を代表する顔として位置づけられる地区となっている。 
さらに、行政・文化・教育・交通など、本市の中枢的機能を担う施設が立地しており、
市民の生活文化の中心となる地区でもあり、歴史的背景や立地特性からみて、阪神間を
代表する広域都心として少子高齢化を踏まえたまちづくりの対応を図ることが必要不
可欠な地区であるといえる。 
このようなことから、本地区は、本市の中心市街地といえる地区である。 

（位置図） 
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［２］区域 

(1) 区域についての考え方 
本市の中心市街地活性化基本計画のテーマとして、商店街の復権を核とした『人・
もの・情報が集い、にぎわいと活力あふれるまちの創生』と位置付けており、その実
現に向け、『商業活性化の推進による魅力ある生活拠点の形成』、『産業支援策の推進に
よるビジネス機会の創出』及び『地域資源を活用したまちづくりの推進』という３つ
の基本方針を掲げ、今後５年間において、総力をあげて、集中的に事業を実施してい
くものとしていることから、その各種事業を実施する区域が、本市の中心市街地の区
域であるという考えのもと、以下のとおり設定する。 
『商業活性化の推進による魅力ある生活拠点の形成』という視点では、本市最大の
商業機能を有する中央・三和・出屋敷商業地区を「商業・にぎわいゾーン」として対
象区域とし、中心市街地の核として、活性化を図っていく。 
次に、『産業支援策の推進によるビジネス機会の創出』という視点では、商工会議所、
中小企業センターが立地する阪神尼崎駅附近の区域を「ビジネス・交流ゾーン」とし
て対象区域とし、産業都市・尼崎の拠点性の向上並びにものづくり企業と商店街との
異業種連携の促進による新たなビジネスモデルの創出を実現する拠点として、まちづ
くりの尼崎モデルの確立に取り組む。 
さらに、『地域資源を活用したまちづくりの推進』という視点では、城内地区及び寺
町地区を「歴史・文化ゾーン」として対象区域とし、魅力の向上にかかる整備を促進
していくとともに、「商業・にぎわいゾーン」及び「ビジネス・交流ゾーン」とのネッ
トワーク化を推進する事業を実施し、まちの回遊性の向上を図るなど、中心市街地全
体の魅力を形成していく。 
なお、旧基本計画で位置付けた区域のうち、国道２号以北については、既にマンシ
ョン建設等により、都市機能の更新が図られているなど、今後 5 年間では事業の実施
の必要性が低いことから区域から除外している。 

 
(2) 中心市街地の境界となる部分 
北側は、国道２号を区域の境界の基本とし、総合文化センターや尼崎南警察署、防
災センターといった公共施設を含む区域とする。 
東側は、商業施設であるアマゴッタ、尼崎城址公園、中央図書館及び旧城内中学校
を含む区域とする。 
南側は、阪神電鉄本線を区域の境界の基本とし、歴史的資源が集積する寺町及び尼
崎城址を含む区域とする。 
西側は、出屋敷線を区域の境界の基本とし、阪神出屋敷駅周辺の商業地域を含む区
域とする。 

 
(3) 区域の面積 
約 83ha 
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［３］中心市街地要件に適合していることの説明 

要 件 説 明 

第 1号要件 
当該市街地
に、相当数の
小売商業者が
集積し、及び
都市機能が相
当程度集積し
ており、その
存在している
市町村の中心
としての役割
を果たしてい
る市街地であ
ること 

中心市街地の面積は 83ha であり、市域面積 49.8k ㎡の約 1.7％である
が、本市の小売商業施設の 12.0％（市全域に占める小売業店舗数のシェ
ア）が立地する市内最大の商業集積地であるとともに、事業所や公共施
設も多く立地している。 
① 小売商業機能の集積状況 
中心市街地は、市内で最も小売商業が集積しているエリアであり、
市全域の 12.0％の小売業店舗、11.3％の売場面積の集積がみられ、小
売業年間販売額の 8.0％を占めている。 

【市内の主な小売商業集積地の状況】 

商業集積地（商店街） 事業所数 
従業者数 
（人） 

年間 
商品販売額 
（百万円） 

売場面
積 
（㎡） 

阪神尼崎駅～出屋敷駅周辺 410 1,997 23,360 38,197 
中央２・３丁目商店街 36 175 2,818 3,115 
中央４・５丁目商店街 81 383 4,536 7,105 
三和市場及び建家商店会 37 117 858 1,320 
尼専デパート 44 233 2,671 2,145 
三和本通商店街 83 512 7,177 9,543 
出屋敷商店街及び出屋敷新道商店街 25 43 342 693 
新三和商店街 63 164 1,482 2,461 
リベル及び周辺商店地区 21 196 3,102 8,135 
アマゴッタ 20 174 374 3,680 

ＪＲ立花駅周辺 192 1,199 16,980 20,301 
フェスタ立花及び南立花商店地区 67 515 8,722 11,436 
立花商店街及び立花北商店地区 116 580 6,663 7,908 
立花東通商店街 9 104 1,595 957 

阪急塚口駅周辺 147 1,042 15,684 23,355 
阪急塚口駅北側商店地区 32 179 1,392 1,157 
さんさんタウン及びその周辺商店地区 90 700 12,790 20,549 
阪急塚口駅南側商店地区 14 104 1,045 962 
塚口町１丁目商店地区 11 59 457 687 

ＪＲ尼崎駅周辺 105 843 14,261 18,625 
アミング潮江及びコア潮江 105 843 14,261 18,625 

阪神杭瀬駅周辺 181 740 9,323 10,405 
杭瀬本町商店街 28 112 948 1,514 
杭瀬一番街及び栄町商店街 62 314 4,698 4,166 
杭瀬中市場及び昭和ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ 75 277 3,443 4,281 
杭瀬市場 16 37 234 444 

阪急園田駅周辺 95 629 7,315 7,667 
阪急園田駅商店地区 95 629 7,315 7,667 

阪急武庫之荘駅周辺 87 690 6,700 7,089 
武庫市場・みゆき通り及び周辺商店地区 22 72 460 677 
武庫之荘駅北側商店地区 44 244 1,836 2,277 
阪急武庫之荘駅南側商店地区 21 374 4,404 4,135 

つかしん 58 454 8,087 12,468 
つかしんショッピングセンター 58 454 8,087 12,468 

出典：平成 16 年商業統計調査立地環境特性編 

（注）当該統計表は、商業統計調査を用いて、商業集積地別に再集計したものであることから、
P9、10 に記載している数値とは異なる。 
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要 件 説 明 

 【中心市街地における小売商業施設の集積状況】 

 中心市街地 尼崎全域 中心市街地のシェア 

店舗数 530 店 4,429 店 12.0％ 

従業者数 2,553 人 26,473 人 9.6％ 

年間販売額 28,652 百万円 360,269 百万円 8.0％ 

売場面積 45,141 ㎡ 397,744 ㎡ 11.3％ 

出典：平成 16 年商業統計調査 

 
② 事業所の集積状況 
中心市街地には、市全域の 9.2％の事業所が集積しており、卸売・小
売業のほか、飲食店、宿泊業、金融・保険業、情報通信業、複合サー
ビス業の市全域に対する比率が高くなっている。 

【中心市街地における事業所の集積状況】 

 中心市街地 尼崎市全域 割合 

全産業 1,733 18,779 9.2％ 

卸売・小売業 606 5,414 11.2％ 

飲食店、宿泊業 542 3,406 15.9％ 

サービス業 274 3,187 8.6％ 

金融・保険業 67 248 27.0％ 

医療、福祉 66 1,090 6.1％ 

不動産業 65 1,004 6.5％ 

建設業 33 1,394 2.4％ 

運輸業 21 327 6.4％ 

製造業 20 2,048 1.0％ 

情報通信業 16 101 15.8％ 

教育、学習支援業 12 494 2.4％ 

複合サービス業 11 50 22.0％ 

農林漁業 0 8 - 

電気・ガス・熱供給・水道業 0 7 - 

 

鉱業 0 1 - 

出典：平成 16 年事業所・企業統計調査 
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要 件 説 明 

 ③ 公共施設の立地状況 
中心市街地内には、下記の公共施設が立地している。 

 
【公共施設の立地の状況】 

 

① 尼崎市役所開明庁舎 

  ・中央支所 

  ・母子福祉センター 

  ・公害監視センター 

② 総合文化センター 

  ・アルカイックホール 

  ・ギャラリー 

  ・地域研究史料館   等 

③ 中央図書館 

④ 福祉厚生センター 

⑤ サンシビック尼崎（・中央体育館 ・屋内プール 等） 

⑥ 尼崎市中小企業センター 

⑦ 市バスサービスセンター 

⑧ 尼崎南警察署 

⑨ 中消防署 

  ・防災センター 

⑩ 市立城内高等学校 

⑪ 明城小学校 

⑫ 竹谷小学校 
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要 件 説 明 

第 2号要件 
当該市街地
の土地利用及
び商業活動の
状況等からみ
て、機能的な
都市活動の確
保又は経済活
力の維持に支
障を生じ、又
は生ずるおそ
れがあると認
められる市街
地であること 

中心市街地では、総店舗数が減少する一方で空店舗数が増加し、小売
業年間販売額が大きく低下している。また、歩行者通行量の低下や人口
の減少、高齢化の進行もうかがえ、活力が低下しつつある。 
① 歩行者通行量の減少 
中心市街地の歩行者通行量の推移をみると、各調査地点とも昭和 60
～平成 3年をピークに減少している。 

【中心市街地における歩行者通行量の推移】 

 
S57.8.29 
（日） 

S60.7.28 
（日） 

S63.7.17 
（日） 

H3.7.21 
（日） 

H6.7.23 
（土） 

H15.7.26 
（土） 

H19.7.28 
（土） 

①中央１番街 18,770 24,378 26,898 23,988 15,853 14,771 15,304 

②中央４丁目 21,595 27,053 29,144 25,901 17,307 17,010 15,123 

③中央５丁目 21,378 23,991 26,924 26,288 15,590 16,306 12,942 

④三和本通 
商店街１丁目 

14,127 16,355 15,956 14,072 11,699 7,672 6,235 

⑤三和本通 
商店街６丁目 

17,792 14,531 14,930 15,346 11,202 7,613 4,781 

⑥「リベル」北 － － － 5,412 3,163 2,151 1,538 

⑦「尼セン」 
東出入口 

－ － － － － － 11,391 

出典：中心市街地来街者調査（尼崎市産業経済局） 

 

② 空店舗の増加 
中心市街地では、総店舗数が減少する一方で空店舗数は増加してお
り、近年、空店舗率が急激に上昇している。 

【中心市街地における空店舗の推移】 
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出典：H10～14 産業経済局産業労働部商業課調べ 

H16・H17(財)尼崎地域・産業活性化機構調べ 
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要 件 説 明 

 ③ 商業機能の衰退 
中心市街地では、小売業年間販売額の減少が著しく、平成 8 年と比
較して平成 15 年には 47.9％となっている。さらに、平成 17 年 10 月に
は、阪神出屋敷駅前の市街地再開発ビル「リベル」において核テナン
トが撤退しており、当該地区の小売商業機能はさらに低下しているこ
とが推測される。 

【中心市街地における小売業年間販売額の推移】 
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出典：各年商業統計調査 

 

④ 事業所数の減少 
中心市街地内では、不動産業や建設業を除き、中心市街地の事業所
は全般的に減少しており、就業の場の減少とともに、企業活動や市民
生活に係るサービス機能が低下している。 

平成 13 年 平成 16 年 
 

市全域 中心市街地 市全域 中心市街地 

全産業 21,034 2,050 18,779 (89.3) 1,733 (84.5) 

卸売・小売業 6,135 708 5,414 (88.2) 606 (85.6) 

飲食店、宿泊業 3,922 686 3,406 (86.8) 542 (79.0) 

サービス業 3,900 333 3,681 (94.4) 286 (85.9) 

金融・保険業 323 78 248 (76.8) 67 (85.9) 

医療・福祉 1,222 71 1,090 (89.2) 66 (93.0) 

不動産業 1,017 55 1,004 (98.7) 65 (118.2) 

運輸・通信・複合サービス業 570 57 478 (83.9) 48 (84.2) 

建設業 1,599 32 1,394 (87.2) 33 (103.1) 

製造業 2,310 30 2,048 (88.7) 20 (66.7) 

 

その他 36 0 16 (44.4) 0 - 

※（  ）内は平成 13 年を 100 とする指数 出典：各年事業所・企業統計調査
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要 件 説 明 

○ 尼崎市総合基本計画における位置づけ 

・阪神尼崎駅周辺を『都
心』として位置づけて
おり、既存機能の集積
を活かしながら高次
都市機能の集積を図
り、都心が本市のシン
ボルとなるよう、景観
やアメニティを重視
したまちづくりを推
進することとしてい
る。さらに、他の都市
核（JR 尼崎駅周辺、JR
立花駅周辺、阪急塚口
駅周辺）と機能分担を
図るとともに、相互の
相乗効果を推進する
こととしており、阪神
地域の中核都市とし
てふさわしい都市活
力を創出していくこ
ととしている。 

 

第 3号要件 
当該市街地
における都市
機能の増進及
び経済活力の
向上と総合的
かつ一体的に
推進すること
が、当該市街
地の存在する
市町村及びそ
の周辺の地域
の発展にとっ
て有効かつ適
切であると認
められること 

 
○ 尼崎市第２次基本計画における位置づけ 
・鉄道駅周辺の機能の再構築について、駅前を核として地域の特性を
活かし、広域的な吸引力をもった魅力を高め、それを周辺に波及さ
せていくこととしている。 

 
○ 尼崎市都市計画マスタープランにおける位置づけ 
・阪神間を代表する 21 世紀の都心にふさわしい都市機能が集積し、に
ぎわいと活気のあるまちをめざすこととしている。 
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要 件 説 明 

 ○ 中心市街地の活性化による周辺への波及効果 
・中心市街地は、すでに整備された都市基盤や歴史的・文化的資源な
どこれまでから蓄えてきた様々なストックが存在している。中心市
街地の活性化の取組については、これらの既存ストック等を最大限
に活用し、都市機能の増進と経済活力の向上を総合的かつ一体的に
推進することは、中心市街地のみならず、市域全域及びその周辺地
域に波及効果を及ぼすこととなる。 
・中心市街地は、阪神地域において、ビジネスの中核としての役割を
担う要衝拠点であり、広域型の商業・業務地として市民等の経済・
社会活動に欠かせない地域であることから、中心市街地の活発な経
済活動を推進していくことにより、税収増にも大きく寄与し、市域
全域の維持コストを賄うなど、財政的にも寄与するとともに、雇用
などへの波及効果は、市内外に広く及ぶなど非常に大きいものとな
る。 

 
以上のことから、中心市街地の発展は、市内全域及び周辺地域に有
効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


